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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第４区分
【発行日】平成20年3月13日(2008.3.13)

【公表番号】特表2007-529989(P2007-529989A)
【公表日】平成19年10月25日(2007.10.25)
【年通号数】公開・登録公報2007-041
【出願番号】特願2007-504063(P2007-504063)
【国際特許分類】
   Ｈ０２Ｋ  35/00     (2006.01)
   Ｆ０３Ｂ  13/16     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０２Ｋ  35/00    　　　　
   Ｆ０３Ｂ  13/16    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年1月22日(2008.1.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
外壁と中央開口部を有する外郭構造であって、前記中央開口部が非円形の支柱を内部に配
置するための形状にされた外郭構造と、
前記外郭構造の前記中央開口部の中に配置され、かつそれに沿って延びる非円形の支柱と
を有する波力エネルギー変換器（ＷＥＣ）であって、水域に置かれるとき、前記水域の波
に応答して、前記外郭構造の前記支柱との相対的な垂直方向の運動が妨げられない一方で
、前記外郭構造と前記支柱との間の回転および／または捻れの運動が妨げられるように前
記外郭構造と支柱が形状を定められるＷＥＣ。
【請求項２】
水域に置かれることを目的とされるＷＥＣであって、前記水域にある波力エネルギーを電
気エネルギーへと変換するために前記外郭構造と支柱との間に接続されたパワー・テイク
オフ（ＰＴＯ）装置を有する、請求項１に記載のＷＥＣ。
【請求項３】
前記ＰＴＯが永久磁石アセンブリ（ＰＭＡ）およびインダクション・コイル・アセンブリ
（ＩＣＡ）を有するリニア発電機であり、前記外郭構造と支柱が互いに相対的に垂直方向
に上下移動するときに電気エネルギーを直接作り出すために、前記ＰＭＡが前記外郭構造
と支柱のうちの一方に取り付けられ、前記ＩＣＡが前記外郭構造と支柱のうちの他方へと
接続される、請求項２に記載のＷＥＣ。
【請求項４】
前記支柱が四角柱であり、前記外郭構造の前記中央開口部が四角形であり、前記支柱の側
面が前記外郭構造の前記中央開口部の平面に対して平行の平面を画定し、前記外郭構造と
支柱が互いに相対的に移動するときに前記外郭構造と支柱との間で間隔を維持するために
前記外郭構造の前記中央開口部と前記支柱との間に摺動パッドが配置され、前記摺動パッ
ドが垂直方向での前記外郭構造と支柱の自由な移動を可能にする、請求項１に記載のＷＥ
Ｃ。
【請求項５】
水域に置かれることを目的とされるＷＥＣであって、前記水域にある波力エネルギーを電
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気エネルギーへと変換するために前記外郭構造と支柱との間に接続されたパワー・テイク
オフ（ＰＴＯ）装置を有する、請求項４に記載のＷＥＣ。
【請求項６】
前記ＰＴＯが永久磁石アセンブリ（ＰＭＡ）およびインダクション・コイル・アセンブリ
（ＩＣＡ）を有するリニア発電機であり、前記外郭構造と支柱が互いに相対的に垂直方向
に上下移動するときに電気エネルギーを直接作り出すために、前記ＰＭＡが前記外郭構造
と支柱のうちの一方の側面に取り付けられ、前記ＩＣＡが前記外郭構造と支柱のうちの他
方のそれの対応した対面する側面へと接続される、請求項５に記載のＷＥＣ。
【請求項７】
前記ＰＭＡと前記ＩＣＡとの間に配置されてそれらの間に隙間を確立するため、および前
記外郭構造と支柱が互いに相対的に移動するときに前記隙間を一定に維持するための手段
をさらに有する、請求項６に記載のＷＥＣ。
【請求項８】
前記支柱が多面体であり、前記外郭構造の前記中央開口部が前記支柱に対応する多面体で
あり、前記支柱の各々の側面が前記支柱に沿って延びる平面を画定し、前記外郭構造の各
々の側面が対応する前記支柱の側面に対して平行の平面を画定する、請求項１に記載のＷ
ＥＣ。
【請求項９】
水域に置かれることを目的とされるＷＥＣであって、前記水域にある波力エネルギーを電
気エネルギーへと変換するために前記外郭構造と支柱との間に接続されたパワー・テイク
オフ（ＰＴＯ）装置を有する、請求項８に記載のＷＥＣ。
【請求項１０】
前記ＰＴＯが永久磁石アセンブリ（ＰＭＡ）およびインダクション・コイル・アセンブリ
（ＩＣＡ）を有するリニア発電機であり、前記外郭構造と支柱が互いに相対的に垂直方向
に上下移動するときに電気エネルギーを直接作り出すために前記ＰＭＡが前記外郭構造と
支柱のうちの一方の表面に取り付けられ、前記ＩＣＡが前記外郭構造と支柱のうちの他方
のそれの対応する表面へと接続される、請求項９に記載のＷＥＣ。
【請求項１１】
前記ＰＭＡと前記ＩＣＡとの間に配置されてそれらの間に隙間を確立するため、および前
記外郭構造と支柱が互いに相対的に移動するときに前記隙間を一定に維持するための手段
をさらに有する、請求項１０に記載のＷＥＣ。
【請求項１２】
水域に置かれることを目的とされ、前記水域にある波に応じて互いに相対的に移動するフ
ロートおよび支柱を有する波力エネルギー変換器（ＷＥＣ）であって、
前記フロートが中央開口部を有し、それを通って前記支柱が配置され、前記中央開口部が
非円形であって、前記支柱の外壁が前記フロートの中央開口部の壁と平行になるように形
状を決められ、それにより、前記フロートと支柱との間の回転移動が妨げられ、その一方
で上下の運動を可能にされるＷＥＣ。
【請求項１３】
前記フロートの前記中央開口部が四角形であり、前記支柱が四角柱であってその外壁が前
記フロートの内壁に対向して立つ、請求項１２に記載の波力エネルギー変換器（ＷＥＣ）
。
【請求項１４】
ＰＭＡとＩＣＡのうちの一方が前記支柱の外壁に沿って形成され、前記ＰＭＡとＩＣＡの
うちの他方が前記フロートの内壁に沿って形成されることで、アクティブ電力発生範囲を
規定する所定の動作範囲の中で前記フロートおよび支柱に装着された前記ＰＭＡおよび前
記ＩＣＡが互いに相対的に移動するときに前記インダクション・コイル・アセンブリ（Ｉ
ＣＡ）の両端に電圧が発生させられる、請求項１３に記載の波力エネルギー変換器（ＷＥ
Ｃ）。
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